
いの町事業継続促進支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、いの町補助金交付規則（平成１６年いの町規則第４５号。

以下「規則」という。）第２０条の規定に基づき、いの町事業継続促進支援金

（以下「支援金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 この告示は、新型コロナウイルス感染症の影響により、限界利益が減

少した中小企業及び個人事業者等に対して、経営を維持、継続するために幅

広く支援することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、次の各号に定め

るところによる。 

（１） 売上高には、国、県及び町の協力金、給付金、支援金及び補助金を

含む。 

（２） 限界利益とは、売上高から変動費を引いたものをいう。 

（３）  変動費とは、売上高に比例して発生する費用で、原材料の仕入費用

等、主として売上原価をいう。 

（４） 減益額とは、平成３１年1月から令和元年１２月までの限界利益を

令和２年１月から１２月までの限界利益で引いたものをいう。 

（５） 減益率とは、前号の減益額を平成３１年1月から令和元年１２月ま

での限界利益で除したものに１００を乗じたものをいう。 

 

（支援対象者） 

第４条 支援の対象者は次の要件を満たす事業者とする。 

（１） 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、令和２年１月から令 

和２年１２月までの１年間の限界利益の合計が前年同期と比較し３０％以 

上減少しているもの 

（２） 令和３年６月１日現在、いの町内に事業所を有し、事業収入を得、

今後も事業継続の意思がある事業者 



（３） 令和元年１２月１日までに創業し、事業収入を得、継続して事業を

行っているもの 

（４） 町民又は法人で町税等を完納しているもの 

（支援金額） 

第５条 支援金額は次により算定した額とする。 

（１） 別表第１に定める減益率に応じた支援割合を減益額に乗じたものと

する。 

（２） 支援金の額は、６０万円を上限とする。 

（３） 算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、切り捨てる 

ものとする。 

（支援金の交付申請及び交付申請の制限） 

第６条 支援金の交付を受けようとするものは、いの町事業継続促進支援金申

請書（様式第１号（以下「申請書」という。）に、別表第２に掲げる書類を

添付し、いの町商工会（以下「商工会」という。）を経由して町長に提出し

なければならない。 

２ 支援金の交付申請は、１対象事業者につき、１回限りとする。 

３ 支援金の交付申請は令和３年９月３０日までに行わなければならない。 

（支援金の交付決定） 

第７条 町長は、申請書の提出があったときは、その内容を審査のうえ適正と

認めた場合は支援金の交付を決定し、いの町事業継続促進支援金交付決定通

知書（様式第２号）により通知し、支援金を交付しない決定をしたときは、

いの町事業継続促進支援金不交付決定通知書（様式第３号）により通知をす

るものとする。 

（支援金の請求及び支払い） 

第８条 前条の規定に基づく支援金の交付決定を受けた者は、いの町事業継続

促進支援金請求書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、速やかに口座振

込により支援金を交付しなければならない。 

（支援金の実績報告） 

第９条 実績は申請書の申請額を実績額とみなし、報告は省略する。 



（支援金の取消し等） 

第１０条 町長は、支援対象者が次のいずれかに該当する場合は、交付決定を

取り消すとともに、既に交付した支援金の全部又は一部の返還を請求するこ

とができる。 

（１） 交付申請書その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は対象事業者に

該当しない事実や不正等が発覚したとき。 

（２） この要綱の規定に違反する行為をしたとき。 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町が商工会と協議して

定めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年７月１日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この告示は、令和４年５月３１日限り、その効力を失う。 

 

別表第１（第５条関係） 

減益率（平成31年1月～令和元年12月限界利益－令和2年1月～12

月限界利益）／（平成31年1月～令和元年12月限界利益）×100 

支援割合 

３０％以上４０％未満 ７０％ 

４０％以上５０％未満 ８０％ 

５０％以上 ９０％ 

 

 

別表第２（第６条関係） 

添付書類 

①  対象となる期間２期分の収入等がわかる書類の写し（税務署収受日付印

の押印があるもの、e-Taxの場合は「受信通知」を添付してください） 

【個人の場合】 



・所得税確定申告書第一表及び第二表 

・青色申告の方は「所得税青色申告決算書」の控え 

・白色申告の方は、「収支内訳書」の控え 

【法人の場合】 

・期間２期分直近の確定申告書別表一の控え(１枚)及び法人事業概況説明書

の控え(２枚) 【決算期の関係で確定申告書がない場合は試算表】、決算書 

② 本人・事業所確認書類の写し 

【個人の場合】 

・運転免許証、マイナンバーカード、パスポート、保険証等（いずれか 1

つ） 

【法人の場合】 

・登記簿謄本（３か月以内のもの） 

 


